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三陸地域中部市町村毎の産業連関

▼研究の概要（背景・目標）

観光が地元にどのように経済波及効果をもた
らすかを分析する必要がある。これらの分析
は産業連関分析を用いることにより，分析が
可能となる。岩手県では平成23年の岩手県表
と平成12年の盛岡市表しかなく、その他の市

町村表や最近の広域表は作っていない。そこ
で本研究は産業連関表の作成を試みる。 ▼研究の成果（結論・考察）【例：宮古】

1.図2から移輸出型特化している産業がいないことがわかる。

2.完成表は産業別観光消費の経済波及（直接効果、間接一次
波及、間接二次波及等）の算定の基礎となるものである。

3.留意点：移輸出入による調整を行っていることから分析結
果に影響を与えている。

▼研究の内容（方法・経過）

対象地域：三陸地域中部（宮古市・山田町・
大槌町・岩泉町）【推定イメージ:図1参照】

中間投入・中間需要・粗付加価値の推定：

(1)対象地の産業別生産額の推定：産業別従業

者数の県における対象地の割合で岩手県の平
成23年版産業連関表で按分する。

(2)中間投入・中間需要・粗付加価値の推定：

県の投入表と同じ割合で(1)を按分【1次推
定】する。

(3)県市町村町内総生産を用いて，(2)粗付加
価値を補正，併せて(1)総生産額を補正【2次
推定】する。

最終需要項目の推定

(4)消費について県に対する対象地の人口比，
公務員比，公立学校比，世帯数比を用いて推

定，投資について県に対する対象地の投資的経費比，就業
者数比を用いて推定，移輸出について県に対する対象地の
就業者比を用いて推定，移輸入について県に対する対象地
の人口比を用いて推定する。

(5)中間需要+最終需要=生産額（行），(3)【生産額（列）】
と同じ値になるよう，移輸出入，各行の最終需要で調整す
る。

(図1 産業連
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